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(57)【要約】
【課題】送信機内で偏波変動が生じた場合にも、受信機
内に入力する２連光パルス同士が同一偏波状態であると
いう前提条件が常に成立し、干渉明瞭度を改善すること
のできる量子暗号装置および量子暗号装置に用いられる
送信信号光処理方法を得る。
【解決手段】送信機（１０）と受信機（２０）との間で
量子暗号処理された２連光パルスを用いた通信を行う量
子暗号装置であって、送信機（１０）は、受信機に対し
て出力する２連光パルスを同一の偏波状態とする偏波補
償部を備える。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　送信機と受信機との間で量子暗号処理された２連光パルスを用いた通信を行う量子暗号
装置であって、
　前記送信機は、前記受信機に対して出力する前記２連光パルスを同一の偏波状態とする
偏波補償部を備える
　量子暗号装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の量子暗号装置において、
　前記偏波補償部は、前記２連光パルスを生成する干渉計の導波路長差をビート長の整数
倍とすることで構成される
　量子暗号装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の量子暗号装置において、
　前記偏波補償部は、前記２連光パルスを生成する干渉計の前段に設置され、前記干渉計
へ入力する光信号の偏波状態をモニタリングし補償する偏波補償器で構成される
　量子暗号装置。
【請求項４】
　請求項２または３に記載の量子暗号装置において、
　前記送信機内の前記干渉計の温度を、前記受信機内の干渉計とは別個の設定温度により
一定に保つように制御し、前記干渉計で生成される前記２連光パルス間の遅延量を一定に
保つ温度制御部
　をさらに備える量子暗号装置。
【請求項５】
　送信機と受信機との間で量子暗号処理された２連光パルスを用いた通信を行う量子暗号
装置に用いられる送信信号光処理方法であって、
　前記送信機において、前記受信機に対して出力する前記２連光パルスを同一の偏波状態
とする偏波補償ステップと、
　前記送信機内の前記干渉計の温度を、前記受信機内の干渉計とは別個の設定温度により
一定に保つように制御し、前記干渉計で生成される前記２連光パルス間の遅延量を一定に
保つ温度制御ステップと
　を備える量子暗号装置に用いられる送信信号光処理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、送信機内で偏波変動が生じた場合にも、干渉明瞭度を改善することのできる
量子暗号装置および量子暗号装置に用いられる送信信号光処理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　量子暗号を行うと、通信を行う送受信装置間で秘密鍵を共有することができる。しかし
ながら、送受信装置や伝送路中で光信号にノイズが加わり、偏光状態がランダムに変化す
ると、光学系の干渉明瞭度が劣化し、結果として、装置性能（すなわち、秘密鍵の生成速
度や通信距離など）が低下する。
【０００３】
　そこで、このような干渉明瞭度の劣化を防ぐためには、光信号の偏波補償を行うことと
なる。従来の偏波補償方式の１つとしては、受信側干渉計に偏波保持ファイバを用いた非
対称Ｍａｃｈ－Ｚｅｈｎｄｅｒ干渉計（ＡＭＺＩ）を使用するものがあり、ＡＭＺＩのＬ
ｏｎｇ　ａｒｍとＳｈｏｒｔ　ａｒｍの導波路長差が、ビート長の整数倍となるよう適切
に調整されている。具体的には、例えば、ファイバや導波路の温度を調整することで、フ
ァイバ長を変化させている。
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【０００４】
　これにより、伝送路上で生じる偏波変動によって任意の偏波状態の光が入射しても、こ
の偏波状態を補償している（例えば、非特許文献１参照）。ただし、このような従来技術
を用いる際には、受信装置側に入力する２連光パルス同士が同一偏波状態であることが前
提となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第３８２１６７５号公報
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】Tadamasa Kimura、 Yoshihiro Nambu、 Takaaki Hatanaka、 Akihisa T
omita、 Hideo Kosaka and Kazuo Nakamura、 Jpn. J. Appl. Phys. 43、 No.9A/B pp. L
 1217-L 1219 (2004).
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、従来技術には、以下のような課題がある。
　受信機側で行う従来の偏波補償方式では、送信機から出力される信号光（２連光パルス
）の偏波状態が同一であれば、伝送路中で生じた偏波変動を補償し、干渉明瞭度を改善す
ることができる。しかしながら、送信機内の光源等で偏波変動が生じていた場合には、出
力される信号光（２連光パルス）の偏波状態が異なるため、受信機で偏波補償を行うため
の前提条件が成立しない。その結果、入力する２連光パルス同士が同一偏波状態であると
いう前提が成立しないことに起因して、干渉明瞭度を改善できず、通信速度が低下すると
いう問題がある。
【０００８】
　本発明は、前記のような課題を解決するためになされたものであり、送信機内で偏波変
動が生じた場合にも、受信機内に入力する２連光パルス同士が同一偏波状態であるという
前提条件が常に成立し、干渉明瞭度を改善することのできる量子暗号装置および量子暗号
装置に用いられる送信信号光処理方法を得ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る量子暗号装置は、送信機と受信機との間で量子暗号処理された２連光パル
スを用いた通信を行う量子暗号装置であって、送信機は、受信機に対して出力する２連光
パルスを同一の偏波状態とする偏波補償部を備えるものである。
【００１０】
　また、本発明に係る量子暗号装置に用いられる送信信号光処理方法は、送信機と受信機
との間で量子暗号処理された２連光パルスを用いた通信を行う量子暗号装置に用いられる
送信信号光処理方法であって、送信機において、受信機に対して出力する２連光パルスを
同一の偏波状態とする偏波補償ステップと、送信機内の干渉計の温度を、受信機内の干渉
計とは別個の設定温度により一定に保つように制御し、干渉計で生成される２連光パルス
間の遅延量を一定に保つ温度制御ステップとを備えるものである。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、送信側の干渉計より出力される２連光パルスの偏波状態を同一の状態
に揃える偏波補償部を備えることにより、送信機内で偏波変動が生じた場合にも、受信機
内に入力する２連光パルス同士が同一偏波状態であるという前提条件が常に成立し、干渉
明瞭度を改善することのできる量子暗号装置および量子暗号装置に用いられる送信信号光
処理方法を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
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【００１２】
【図１】本発明の実施の形態１における量子暗号装置の構成図である。
【図２】本発明の実施の形態１における量子暗号装置の受信機の詳細構成図である。
【図３】本発明の実施の形態１における偏波保持ファイバの説明図である。
【図４】本発明の実施の形態１における受信機内の干渉計の内部構成を詳細に示した図で
ある。
【図５】本発明の実施の形態１における送信機内の干渉計の内部構成を詳細に示した図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の量子暗号装置の好適な実施の形態につき図面を用いて説明する。
　本発明の量子暗号装置および量子暗号装置に用いられる送信信号光処理方法は、送信側
の干渉計でＬｏｎｇ　ａｒｍとＳｈｏｒｔ　ａｒｍの導波路長差をビート長の整数倍とす
る、あるいは送信側の干渉計の前段に偏波補償器を設置することで、送信側の干渉計より
出力される２連光パルスの偏波状態を同一の状態に揃えることを技術的特徴としており、
これにより、Ｖｉｓｉｂｉｌｉｔｙを改善し、量子暗号の通信速度を高めるという優れた
項を実現できる。
【００１４】
　実施の形態１．
　　図１は、本発明の実施の形態１における量子暗号装置の構成図である。本実施の形態
１における量子暗号装置は、大きく分けて、送信機（送信装置）１０、受信機（受信装置
）２０、および両者を結ぶ伝送路３０の３つで構成されている。
【００１５】
　そして、送信機１０は、レーザ光源１１、干渉計１２、位相変調器１３、および光アッ
テネータ１４を備えて構成されている。一方、受信機２０は、位相変調器２１、干渉計２
２、および光検出器２３を備えて構成されている。また、送信機１０と受信機２０を結ぶ
伝送路３０には、光ファイバが使用されている。
【００１６】
　以下、送信機１０、受信機２０のそれぞれの部分における動作を説明する。
＜送信機１０側の動作説明＞
　まず、送信機１０では、レーザ光源１１からパルス光が発せられる。このパルス光は、
送信側の干渉計１２へと入射し、干渉計１２内部で２つのパルスに分割される。それぞれ
の光パルスは、Ｌｏｎｇ　ａｒｍ、Ｓｈｏｒｔ　ａｒｍを伝播した後、さらに２つずつに
分割され、干渉計の出力ポート１、２から、時間的に離れた２連光パルスとして出力され
る。
【００１７】
　ここで、干渉計１２内部の温度は、ペルチエ素子（温度制御部に相当）等を用いること
によって、一定に保っておく必要がある。温度を一定に保つことは、上述した２連光パル
ス間の遅延量を一定に保っておくことに相当する。そして、遅延量が一定でない場合には
、光学系の干渉明瞭度が減少することとなる。なお、干渉計１２の出力ポート２から出力
された２連光パルスは、以降、使用されない。
【００１８】
　次に、出力ポート１から出力された２連光パルスは、送信側の位相変調器１３へと入射
する。位相変調器１３では、２連パルスの間に相対的な位相差を付加する。与える位相変
調量φＡとしては、例えば、（－π／２、０、π／２、π）の４つの変調量のいずれか１
つがランダムに選択される。
【００１９】
　最後に、光アッテネータ１４によって、１パルスあたりの光の強度を単一光子レベルに
まで減光する。信号光の光強度は、送信機１０から出力される際に単一光子レベルになっ
ていればよい。そこで、減光操作は、例えば、レーザ光源１１から光が出力された直後や
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、干渉計１２の出力ポート１の直後で行ってもよい。最後に、送信機１０から出力された
２連光パルスは、伝送路３０へと入射する。
【００２０】
＜受信機２０側の動作説明＞
　一方、受信機２０では、まず、伝送路３０から出力された２連光パルスが、受信側の位
相変調器２１へと入力される。位相変調器２１は、送信機１０側で行った処理と同様にし
て、２連光パルスの間に相対的な位相差を付加する。与える位相変調量φＢとしては、例
えば、（－π／２、０、π／２、π）の４つの変調量のいずれか１つがランダムに選択さ
れる。
【００２１】
　受信機２０側で与える位相変調量は、本来ならば（０、π／２）からランダムに選択す
ればよい。しかしながら、後段の光検出器２３ａ、２３ｂの量子効率が、光検出器２３ａ
と光検出器２３ｂとでは一般には異なる。このため、上述した４値からランダムに位相変
調量を選択することによって、得られる鍵の値の偏り（０と１の比）を解消することがで
きる（例えば、特許文献１参照）。
【００２２】
　図２は、本発明の実施の形態１における量子暗号装置の受信機２０の詳細構成図である
。上述した透過成分が減少する問題を解決するために、この図２における受信機２０では
、偏光ビームスプリッタ（ＰＢＳ）２４ａ、２４ｂと、位相変調器２１ａ、２１ｂを組み
合わせることによって、伝送路３０中の偏光状態に依存することなく、位相変調を行うこ
とを実現している。
【００２３】
　ただし、この図２に示した構成の場合には、光部品点数が増えているので、光検出器２
３ａ、２３ｂへ到達する光パルス数が減少してしまう。一方、図１に示したように、位相
変調器２１とＰＢＳ２４とを組み合わせない場合には、光部品点数が少ないので、光検出
器２３ａ、２３ｂへ到達する光パルス数は、図２の場合に比べて多くなる。
【００２４】
　しかしながら、位相変調器２１にて付加する変調量が、偏光依存性を持っている場合に
は、受信機２０や伝送路３０でのノイズが大きいと、意図した位相変調量がかからないこ
ととなる。したがって、結果として、ＱＢＥＲ値が増加し、秘密鍵の生成速度が低下する
結果となる。
【００２５】
　ここで、位相変調を行う部分を、位相変調器２１ａ、２１ｂとＰＢＳ２４ａ、２４ｂを
組み合わせる図２の場合と、位相変調器２１単体のみの図１の場合のどちらが秘密鍵の生
成速度が高いかは、量子暗号装置の性能（各光部品の性能）や、伝送路３０の状態に依存
するため、一概には言えない。
【００２６】
　次に、受信側の位相変調器２１から出力された２連光パルスは、受信側の干渉計２２の
入力ポート１へと入射する。送信側の干渉計１２と同様に、この受信側の干渉計２２でも
、２連光パルスのそれぞれが２つのパルスずつに分割され、Ｌｏｎｇ　ａｒｍとＳｈｏｒ
ｔ　ａｒｍを伝播した後、出力ポート１、出力ポート２に出力される。
【００２７】
　このとき、送信側の干渉計１２と同様に、受信側の干渉計２２内部の温度を、一定に保
つとともに、送信側の干渉計１２で生じた２連光パルス間の遅延量と同じ分の遅延量を生
じさせる温度に設定することで、Ｌｏｎｇ　ａｒｍを伝播したパルスのうちの前方のパル
スと、Ｓｈｏｒｔ　ａｒｍを伝播したパルスのうちの後方のパルスが干渉し、３連光パル
スとなって出力される。
【００２８】
　干渉した光パルス（３連光パルスの真ん中のパルス）が、出力ポート１、出力ポート２
のどちらから出力されるかは、送信側の位相変調器１３で付加した位相変調量φＡと、受
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信側の位相変調器２１で付加した位相変調量φＢで決まる。
【００２９】
　さらに、ここで設定する受信側の干渉計１２内部の温度は、後述するように、適切な値
を設定することで、出力ポート１、出力ポート２から出力される光強度の比が、入射する
光パルスの偏光状態に依存しないようにすることができる。
【００３０】
　最後に、受信側の干渉計２２から出力された３連光パルスのうちの真ん中のパルスが、
光検出器２３ａ、２３ｂによって検出される。
【００３１】
　次に、送信機１０内の干渉計１２と、受信機２０内の干渉計２２について、さらに詳細
に説明する。
　まず、受信側の干渉計２２では、干渉計２２の入出力用ファイバに偏波保持ファイバを
用い、そのＬｏｎｇ　ａｒｍとＳｈｏｒｔ　ａｒｍの導波路長差が、ビート長の整数倍と
なるように適切に調整される。
【００３２】
　ここで、偏波保持ファイバのビート長とは、入射した光の偏光状態が再び同一の偏光状
態に戻るまでの距離のことである。図３は、本発明の実施の形態１における偏波保持ファ
イバの説明図である。図３に示すように、偏波保持ファイバでは、偏波を保持するために
付加されている応力付与部の影響で、ｆａｓｔ軸方向に偏光した光と、ｓｌｏｗ軸方向に
偏光した光とで感じる屈折率が異なる。
【００３３】
　これにより、任意の偏光状態の光が伝播するにしたがって、ｆａｓｔ軸方向に偏光した
光とｓｌｏｗ軸方向に偏光した光の位相差が変化する。この位相差の変化量が２πに達し
たときの偏光状態は、入射時のものと等しい。したがって、ビート長とは、ｆａｓｔ軸方
向に偏光した光とｓｌｏｗ軸方向に偏光した光の位相差の変化量が、２πに達するまでの
導波路長とも言える。
【００３４】
　導波路長の調整方法としては、例えば、温度を変化させて熱光学効果や熱膨張・収縮を
利用する方法、あるいはストレッチャーを用いて直接長さを調整する方法などがある。こ
のようにして、Ｌｏｎｇ　ａｒｍとＳｈｏｒｔ　ａｒｍの導波路長差をビート長の整数倍
とする。
【００３５】
　図４は、本発明の実施の形態１における受信機２０内の干渉計２２の内部構成を詳細に
示した図である。図４において、Ｌｏｎｇ　ａｒｍとＳｈｏｒｔ　ａｒｍの導波路長差を
ビート長の整数倍となるように調整される。このような調整を行うことで、伝送路上で生
じる偏波変動によって任意の偏波状態の光が受信側の干渉計２２の入力ポート１へと入力
した場合にも、Ｌｏｎｇ　ａｒｍを伝播した前方のパルスとＳｈｏｒｔ　ａｒｍを伝播し
た後方のパルスとが合波される際の偏光状態を一致させることができる。
【００３６】
　したがって、偏光モードのミスマッチによるＶｉｓｉｂｉｌｉｔｙ低下を避けることが
できる。ただし、このような受信側での調整方式を用いる際には、受信側干渉計へ入射す
る任意の偏波状態の２連光パルス同士は、同一の偏波状態であることが前提である。
【００３７】
　そこで、本発明では、送信機１０内の光源１１等、特に、干渉計１２以前の部分におい
て、偏波変動がある場合に、最終的に送信機１０から出力する２連光パルス同士を同一の
偏波状態にする信号処理方法について考える。すなわち、本発明は、送信機１０内で偏波
変動が生じた場合にも、常に上記前提条件を成立させ、Ｖｉｓｉｂｉｌｉｔｙを改善する
ことのできる構成を備えていることを技術的特徴とするものである。
【００３８】
　送信機１０内の干渉計１２以前の部分において偏波変動があるとき、送信側の干渉計１
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２へ入射する光パルスの偏波状態は、偏波保持ファイバのｆａｓｔ軸、およびｓｌｏｗ軸
と一般には一致していない。このような光パルスが干渉計１２へ入射すると、出力される
２連光パルスは、異なる偏波状態の光となる。
【００３９】
　したがって、一般に、伝送路３０を通過後の２連光パルスも異なる偏波状態となり、上
述の前提条件が満たされないこととなる。この結果として、Ｖｉｓｉｂｉｌｉｔｙが低下
し、量子暗号の通信速度が低下するという問題が生じる。
【００４０】
　このような問題を解消するための送信信号光処理を実現する構成について、図面を用い
て具体的に説明する。図５は、本発明の実施の形態１における送信機１０内の干渉計１２
の内部構成を詳細に示した図である。送信機１０内で偏波変動が生じた場合にも、２連光
パルス同士が同一の偏波状態を有するようにするためには、例えば、図５に示すように、
送信側の干渉計１２が、Ｌｏｎｇ　ａｒｍとＳｈｏｒｔ　ａｒｍの導波路長差がビート長
の整数倍となる構成（偏波補償部に相当）を備えることで、偏波状態を調整することがで
きる。
【００４１】
　このような調整を行うことで、任意の偏波状態の光が送信側の干渉計１２へ入射しても
、出力は同一偏波状態の２連光パルスとなり、結果として、受信側の干渉計２２で偏波補
償を行うための前提条件が成立することとなる。
【００４２】
　また、送信側の出力を同一偏波状態の２連光パルスとするための別の方法としては、送
信側の干渉計１２の前段に偏波補償器（偏波補償部に相当）を設置し、干渉計１２へ入力
する光の偏波状態をモニタリングし補償する構成を採用することもできる。
【００４３】
　以上のように、従来方式においては、受信側の干渉計でＬｏｎｇ　ａｒｍとＳｈｏｒｔ
　ａｒｍの導波路長差をビート長の整数倍とすることで、伝送路上で生じた偏波変動を補
償していた。しかしながら、このような従来方式では、送信側、特に、送信側の干渉計よ
り前段で生じる偏波変動に対しては、これを補償することができなかった。
【００４４】
　そこで、本発明では、送信側の干渉計より出力される２連光パルスの偏波状態を同一の
状態に揃えることにより、受信側の干渉計で偏波を補償するための前提条件を成立させる
ことを技術的特徴としている。より具体的には、送信側の干渉計でＬｏｎｇ　ａｒｍとＳ
ｈｏｒｔ　ａｒｍの導波路長差をビート長の整数倍とする、あるいは送信側の干渉計の前
段に偏波補償器を設置することで、送信側の干渉計より出力される２連光パルスの偏波状
態を同一の状態に揃えることを実現している。これにより、Ｖｉｓｉｂｉｌｉｔｙを改善
し、量子暗号の通信速度を高めることができる量子暗号装置を得ることができる。
【００４５】
　さらに、一般的には、量子暗号の干渉計を構成する際に、送信側と受信側のそれぞれの
干渉計の設定温度は、同一にしていた。これに対して、本発明では、送信側と受信側のそ
れぞれの干渉計で、各々異なる最適な温度に設定することをさらなる技術的特徴としてい
る。この結果、光源を含む送信側から検出器を含む受信側までの全体を補償することがで
きる。
【符号の説明】
【００４６】
　１０　送信機、１１　光源（レーザ光源）、１２　干渉計、１３　位相変調器、１４　
光アッテネータ、２０　受信機、２１、２１ａ、２１ｂ　位相変調器、２２　干渉計、２
３ａ、２３ｂ　光検出器、２４ａ、２４ｂ　偏光ビームスプリッタ、３０　伝送路。
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